
 

 

 

 

株式会社七十七銀行（頭取 小林 英文）では、「７７ＳＤＧｓ支援サービス」を通じ

て、株式会社アネスティ（以下、「当社」といいます。）の「ＳＤＧｓ宣言書」の策定

を支援いたしましたので、下記のとおりお知らせします。 

当行は、持続可能な社会の実現に向け、地域金融機関として企業の「ＳＤＧｓ」への

取組みを支援してまいります。 
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企業名 所在地 事業内容 

株式会社アネスティ 

（代表取締役 永根 悦郎） 

宮城県仙台市泉区市名坂

字御釜田145－3 
建設業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注．当社の「ＳＤＧｓ宣言書」については、別紙のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社アネスティの「ＳＤＧｓ宣言書」の策定支援について 

News Release 2022年 4月 15日 

七十七グループは持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を支援しています。 
  もっと、ずっと、地域と共に。 

（企業概要） 

当社は、２００３年９月設立の建設業者であり、宮城県内を中心に東北地方におい

て、解体工事を手掛けております。 

 ２００９年に開所した「大郷リサイクルセンター」は、工事に伴い発生した廃棄物の

減量化・再資源化に取り組む等、環境負荷の低減および環境保全に努めております。２

０１２年７月には地域の環境マネジメントシステム認証である「みちのく環境管理規

格」の登録を受け、環境保全に取り組む会社として更なる事業の発展に邁進しておりま

す。 

当社は、２０２３年９月に会社設立２０周年を迎えます。解体工事からリサイクル事

業まで、今まで以上に環境や地域貢献等を通して持続可能な地域社会の実現に貢献して

まいります。 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals） 

2015年9月に、国連に加盟する全ての国が全会一致で採択した国

際目標であり、17のゴールと、169のターゲットから構成されてい

ます。 

七十七グループは2020年7月に「七十七グループのＳＤＧｓ宣言 

～ もっと、ずっと、地域と共に。～」を表明し、ＳＤＧｓに対する

取組みを更に強化するため、2021年10月に「ＳＤＧｓ実践計画」を

策定しました。 

http://www.anesty.co.jp/


取組
カテゴリ

SDGs達成に向けた
重点的な取組テーマ

取り組みの内容
関連が強い

SDGsゴール

人権・労働

ダイバーシティ経営の推進

健康経営

多様な人材（女性・外国人・障がい者・高齢
者等）を生かし、十分に活躍できる環境を整
備します。
 女性や高齢者、障害を持つ人などを積極的に採

用するとともに、活躍できるような職場環境の
整備

 「女性のチカラを活かす企業」（宮城県）の認
定取得（2021年6月1日付）

従業員への健康投資による生産性向上等の組
織の活性化に取り組んでおります。
 全国健康保険協会（協会けんぽ）宮城支部の

「職場健康づくり宣言」に向けた取組準備

環境

環境保全

３Ｒの推進

建築工事・解体工事の提供を通じて、社会に
対して環境保全の取り組みを積極的に展開し
ます。
 消費エネルギーの大半を占める軽油使用料・電

力使用量の削減
 大気汚染の基になるコピー用紙の消費削減
 車輌事故・重機事故の削減
 大気汚染の基になる車輌燃料費の削減

リデユース、リユース、リサイクルを推進し
ます。
● 生産や事務業務等で発生する資源利用の削減、

再利用、再資源化（木、金属、紙、プラス
チックの削減）

 「みちのくEMS」（みちのく環境管理規格認

証機構）の認証取得（2012年7月30日付）

社会貢献

地域貢献
持続可能な地域づくり

「地域の一員」として防災減災取組みを推進
します。
 避難場所として当社施設を提供

地域の自然環境保全に貢献します。
● 地域の自然環境保全活動への参画や協力を行

い、普及啓蒙活動を継続的に実施

コミュニ

ケーション
情報開示

ＳＤＧｓ達成に向けた自社の取組みに関する
様々な情報を積極的に開示します。
 ホームページによる情報開示の強化
 「ＳＤＧｓ宣言書」の作成

当社はSDGsの内容を理解し、SDGs達成に向けた取組を下記のとおり宣言します。

SDGs宣言書

株式会社アネスティ
2022年4月15日

SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は、持続可能な開発のために国連が定めた国際目標です。2030年までに
世界において解決すべき17のゴールを定めています。SDGsは、2030年の未来の「あるべき姿」もしくは私たちが直面している社会課題が、
分かりやすく・バランス良く「見える化」されたものであり、企業がその経営や未来の姿を検討する際に役立つツールと言えます。
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